
第11期定時株主総会招集ご通知における
インターネット開示情報

業務の適正を確保するための体制
業務の適正を確保するための
体 制 の 運 用 状 況 の 概 要
連結計算書類の連結株主資本等変動計算書
連 結計算書類の連結注記表
計算書類の株主資本等変動計算書
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表
（2021年３月１日から2022年２月28日まで）

株式会社ＴＳＩホールディングス

上記の事項につきましては、法令および定款第15条の規定に基づき、当
社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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業務の適正を確保するための体制

１．当社及び当社グループ会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制

① 当社及び当社グループ会社は法令遵守を経営の基本方針とし、顧問弁護士や会計監査人な
どの専門家との連携を深めるとともに、取締役会・監査役会・コンプライアンス担当部門の
それぞれの役割を高めることによって、コーポレート・ガバナンスの一層の強化とコンプラ
イアンスの実現を図るものとします。
② 当社は、当社及び当社グループ会社の取締役会・監査役会をはじめグループ全体、当社内
及び当社グループ会社内の重要な会議をとおして、当社及び当社グループ会社の取締役の職
務の執行が法令及び定款に適合することを確認するとともに、相互のチェックによる内部統
制機能の強化を図ります。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制及び当社グ
ループ会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

① 当社は、文書管理規程をはじめ、関連規程（取締役会規程、稟議規程等）に基づき、各種
議事録、稟議書、証憑などを各担当部署で適正に保存、管理します。

② 関係会社管理規程に基づき、当社グループ会社の取締役に、当社グループ会社における取
締役会等各種会議の議事録の写し等の文書を当社に提出させること等により、当社グループ
会社における職務執行に係る事項を報告させます。また、当該提出を受けた文書については
当社担当部署で適正に保存、管理します。また、当該資料は当社の取締役及び監査役が常時
閲覧可能とします。

３．当社及び当社グループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社は、当社及び当社グループ会社の経営全般に関するリスクを把握し、リスク管理体制
を整備、強化するためにリスク管理規程を定めます。
② 当社及び当社グループ会社の各部門は関連規程に則り、自部門のリスクを調査、把握し、
各部門責任者において管理を行ないます。
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③ 当社は代表取締役社長に直属する部署として内部監査室を設置し、内部監査規程に基づき
当社グループ会社における業務監査の状況を評価するとともに、必要に応じて直接業務監査
を実施します。

４．当社及び当社グループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを
確保するための体制

① 当社取締役会は月１回の定時開催のほか必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、遅滞
なく重要案件を審議する体制を確保します。また、当社グループ会社の取締役会は各社の事
情に応じつつ法令を遵守して定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するもの
とし、遅滞なく重要案件を審議する体制を確保します。
② 当社及び当社グループ会社の各取締役は、取締役会規程、組織規程、業務分掌規程及び職
務権限規程に則り、役割と権限を明確に分担して職務を遂行します。
③ 当社代表取締役社長の諮問機関として経営会議等を置き、当社及び当社グループ会社にお
ける重要案件はこれら会議の迅速かつ慎重な審議を経て当社取締役会の決議に付します。
④ 当社においては執行役員制度を採用し、その一部を主要なグループ会社社長と兼務させる
ことによって、当社グループ全体の業務執行の迅速化、経営資源の集中と責任の明確化を推
進します。

５．当社及び当社グループ会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制

① 当社は、グループ倫理規程、コンプライアンス規程及び関係会社管理規程に則り、当社及
び当社グループ会社の役職員が遵守すべき事項を周知徹底します。
② 当社グループにおけるコンプライアンス体制を有効に機能させるために、当社及び当社グ
ループ会社における規程の整備を図るとともに研修等の実施により啓蒙に取り組みます。
③ 当社は、公益通報者保護規程等により、当社及び当社グループ会社におけるコンプライア
ンス体制を有効に機能させ、コンプライアンス経営への取り組みを強化します。
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６．当社グループ企業全体における業務の適正を確保するための体制
① 当社は、関係会社管理規程に則り、当社グループ会社の管理、運営を行なうとともに、当
社役職員は、当社グループ会社の重要会議に出席し、適正な指導等を行ないます。
② 当社は、職務権限規程において、当社グループ会社における各決裁事項のうち当社取締役
会で決裁する事項及び当社取締役会へ報告すべき事項を定め、この規程に従い当社グループ
会社の管理を行ないます。

７．監査役の職務を補助する使用人を置くことを求めた場合におけるその使用人に
関する事項、当該使用人の取締役からの独立性の確保に関する事項、及び監査
役から当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役の職務を補助すべき使用人を置く場合は、その使用人の選任、報酬及び人事異動に
は監査役会の同意を要することとし、当該使用人の取締役からの独立性及び監査役からの指
示の実効性の確保に努めます。
② 監査役の職務を補助すべき使用人を置く場合、当該使用人は、他の業務に優先して監査役
の職務の補助業務に従事します。

８．当社の取締役及び使用人並びに当社グループ会社の取締役及び使用人が当社監
査役に報告するための体制、当該報告を行なったことを理由として不利益な取
扱を受けないことを確保するための体制その他の当社監査役への報告に関する
体制

① 当社の取締役及び使用人並びに当社グループ会社の取締役及び使用人は取締役会及びその
他重要な会議にて、法定の事項に加えて当社及び当社グループ会社の業務の執行状況及び経
営に大きな影響を及ぼす重要課題について、定時又は随時に直接又は当社担当部署若しくは
当社グループ会社監査役を通じて当社監査役に報告します。
② 当社監査役と当社の重要な使用人並びに当社グループ会社の取締役、監査役及び重要な使
用人とは、定時又は随時に情報交換する機会を設けます。
③ 当社及び当社グループ会社各社は、コンプライアンス・ホットライン及びその他の手段に
より直接又は当社が設置する社内外の通報窓口を通じて間接に当社監査役に報告した者が、
当該報告をしたことを理由として不利益な取扱を受けないことを確保する体制を整備しま
す。
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９．その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制
① 当社の監査役は、「監査役監査基準」に基づき定期的に当社の取締役、当社の会計監査人
とそれぞれ意見交換会を開催します。
② 当社監査役は、当社及び当社グループ会社に対する監査の実施にあたり、必要に応じて外
部専門家等を活用します。
③ 当社監査役がその職務の遂行について生じる費用の前払又は償還等の請求をした時は、担
当部門において当該費用又は債務が当該監査役の職務の遂行に必要でないことを証明した場
合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理するものとします。

10．反社会的勢力排除に向けた体制
当社は、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度で

臨み、不当、不法な要求には一切応じず、また、取引関係を含めた一切の関係を持たないも
のとします。更に、外部専門機関と連携し、反社会的勢力に関する情報の収集・管理を行な
います。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

１．コンプライアンスに対する取り組みの状況
当社及び当社グループ会社はグループ倫理規程、コンプライアンス規程及び関係会社管理

規程に基づき、コンプライアンス研修等の社内教育を通じて法令及び定款を遵守するための
取り組みを継続的に行なうほか、グループ社内報等を通じてコンプライアンスに関わる情報
を発信し、定期的に意識の向上を図っています。また、当社及び当社グループ会社の従業員
からの相談・通報を受け付ける内部通報窓口を当社総務部及び外部弁護士事務所の双方に整
備することにより、不正や法令違反の早期発見及び未然防止に努めています。
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２．リスクマネジメントに対する取り組みの状況
当社及び当社グループ会社は各社が制定したリスク管理規程及び関連規程に基づき、潜在

リスクの洗い出し、分析、対応策の検討等を行なうとともに、当社監査役会、当社代表取締
役社長直轄の内部監査室及び総務部並びに当社グループ会社監査役及び内部監査室が連携し
てリスク管理状況の評価及び監査を行なっています。また、大規模災害等が発生した場合に
備え、緊急連絡体制の構築、備蓄品の整備等の緊急時の体制を整備しています。

３．当社グループにおける業務の適正の確保に対する取り組みの状況
当社総務部並びに内部監査室の指導・監査のもと、当社グループ会社の経営管理部門が中

心となって経営管理体制を整備・統括するとともに、各グループ会社で定める決裁権限規程
に基づき、経営上の重要な事項については当社取締役会における決議又は報告を義務づけて
います。また、定期的に経営会議及び部門長会議を開催し、当社監査役も同席のうえ、グル
ープ全体に関係する事項の報告及び検討を行なうことによりグループ全体の課題の共有にも
努めています。

４．職務執行の適正及び効率性の確保に対する取り組みの状況
当社取締役会は、社外取締役３名を含む取締役７名で構成され、社外監査役２名を含む監

査役４名も出席しています。定時取締役会は取締役会規程に基づき原則として毎月１回開催
しており、当事業年度においては取締役会を計14回開催しました。取締役会においては経
営上の重要事案について審議するとともに、業務執行の状況について報告を受けており、意
思決定及び監査の実効性を確保しています。また、決裁権限規程に基づき決裁事項の重要性
に応じて当社及び当社グループ会社の各階層に適切に決裁権限を付与すること、経営会議及
び部門長会議において情報の共有と審議を行なうこと等により、意思決定の効率化を図ると
ともに当社取締役会が重要事項に集中して充実した審議がなされる体制を整備しています。
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５．監査役監査の実効性の確保に対する取り組みの状況
当社監査役会は、社外監査役２名を含む４名の監査役で構成されています。定時監査役会

は監査役会規程に基づき原則として毎月１回開催しており、当事業年度においては監査役会
を計13回開催しました。監査役会においては監査に関する重要な事項についての確認、報
告の他、重要な会議に関する議論・審議を行なうとともに、内部監査を行なう内部監査室と
連携し、当社及び当社グループ会社の取締役との情報交換等を通じて、業務運用状況の把握
に努めるとともに、監査の実効性を確保しています。
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連結株主資本等変動計算書
（2021

2022
年
年
３
２
月
月
１
28
日から
日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
2021年３月１日残高 15,000 29,255 52,213 △3,747 92,720
連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属する当期純利益 1,022 1,022
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 79 79
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の
変 動 額 （純 額）

連結会計年度中の変動額合計 - - 1,022 79 1,101
2022年２月28日残高 15,000 29,255 53,236 △3,668 93,822

（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

非 支 配
株 主 持 分 純 資 産 合 計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

2021年３月１日残高 4,812 △469 △86 4,256 452 97,430
連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属する当期純利益 1,022
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 79
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の
変 動 額 （純 額）

△1,753 927 △40 △866 70 △795

連結会計年度中の変動額合計 △1,753 927 △40 △866 70 306
2022年２月28日残高 3,058 457 △126 3,389 523 97,736
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等

連結の範囲の注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 28社
主要な連結子会社の名称 ㈱ＴＳＩ

HUF Holdings, LLC
㈱上野商会

(連結の範囲の変更）
当連結会計年度において、当社の連結子会社である㈱サンエー・ビーディーが、同じく当社
の連結子会社である㈱サンエー・インターナショナル、㈱ＴＳＩグルーヴアンドスポーツ、
㈱ナノ・ユニバース、㈱アングローバル、㈱ローズバッド、㈱アイソラー、㈱ＴＳＩ ＥＣ
ストラテジー及び㈱ＴＳＩ・プロダクション・ネットワークを吸収合併（商号を㈱ＴＳＩに
変更）したため、当該８社を連結の範囲から除外しています。
当社は、保有する㈱スピックインターナショナル株式のすべてを譲渡したことにより、同社
を連結の範囲から除外しています。
当社の連結子会社である㈱アングローバルは、保有するアナディス㈱のすべての株式を譲渡
したことにより、同社を連結の範囲から除外しています。
当社の連結子会社である㈱ＴＳＩ・プロダクション・ネットワークが、新設分割により新た
に設立した㈱ＴＳＩソーシャルワークスを連結の範囲に含めています。
Laline Hawaii Corporationの清算結了により、連結の範囲から除外しています。

（2）主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称 東京時装（啓東）有限公司
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に
見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないため、連結の範囲から除外しています。
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２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の関連会社の数 １社
主要な会社等の名称 RICHARD HENDRIX LLC
(持分法適用の範囲の変更）
当連結会計年度において、当社の連結子会社である㈱ジャックは、保有するMADE TO
DESTROY LLCのすべての株式を譲渡したため、同社を持分法適用の範囲から除外していま
す。

（2）持分法を適用していない主要な非連結子会社の名称
会社等の名称 東京時装（啓東）有限公司
（持分法を適用していない理由）
持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合
う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用か
ら除外しています。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、東京スタイル香港有限公司、上海東之上時装商貿有限公司、TSI ASIA
LIMITED、TSI US Holdings Co.,Ltd.、AVIREX SHANGHAI TRADING CO.,LTD. 及 び
Efuego Corpの決算日は12月31日です。
連結計算書類の作成にあたっては、各社の12月31日現在の計算書類を使用し、連結決算日
との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行なっています。
連結子会社のうち、HUF Holdings, LLC及びHUF Worldwide, LLCの事業年度は年52週
間で、決算日は12月31日に最も近い土曜日です。
連結計算書類の作成にあたっては、各社の2022年１月１日現在の計算書類を使用し、連結
決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行なっています。
連結子会社のうち、SANEI INTERNATIONAL USA LLCの決算日は６月30日です。
連結計算書類の作成にあたっては、同社の12月31日現在の四半期財務諸表を使用し、連結
決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行なっています。

2022年04月18日 14時32分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 10 ―

重要な会計方針
１．重要な資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定しています。）

時価のないもの……………移動平均法による原価法
（2）デリバティブの評価方法… 時価法
（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品、
原材料

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しています。

貯蔵品……………………最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法）を採用しています。

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

（リース資産を除く）
及び投資不動産

……………主として定率法を採用しています。ただし、1998年４月１日以
降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以
降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用し
ています。
なお、主な耐用年数は次のとおりです。
建物及び構築物 ３～50年
その他 ２～20年

（2）無形固定資産
（リース資産を除く）

……………定額法
なお、主な耐用年数は次のとおりです。
ソフトウエア ５～10年
商標権 10年

（3）リース資産……………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ています。
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３．重要な引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しています。また在外連結子会社は主として特定の債権について回収不
能見込額を計上しています。

（2）賞与引当金
当社及び一部の連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見
込額の当連結会計年度負担額を計上しています。

（3）ポイント引当金
一部の連結子会社は、顧客の購入実績に応じて付与するポイント制度に基づき、将来のポ
イント使用による費用の発生に備えるため、過去の実績を基礎にして当連結会計年度末に
おいて将来使用されると見込まれる額を計上しています。

（4）株主優待引当金
当社は、株主優待制度に基づき、将来の株主優待券の利用による費用の発生に備えるた
め、一部の連結子会社の過去の実績を基礎にして当連結会計年度末において将来使用され
ると見込まれる額を計上しています。

（5）返品調整引当金
一部の連結子会社は、当連結会計年度末に予想される売上返品による損失に備えるため、
過去の返品率等を勘案し、将来の返品に伴う損失予想額を計上しています。

（6）役員退職慰労引当金
一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年
度末要支給額を計上しています。

（7）移転費用引当金
一部の連結子会社は、事務所の移転に伴う解約違約金の支出に備えるため、発生見込額を
計上しています。

４．退職給付に係る会計処理の方法
（1）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっています。

（2）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ
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る定額法により費用処理しています。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（５年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。

（3）小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

５．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しています。
なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分
に含めています。

６．重要なヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しています。
なお、振当処理の要件を満たしている通貨スワップについては振当処理を、特例処理の要
件を満たしている金利スワップについては特例処理を採用しています。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ａ ヘッジ手段………為替予約
ヘッジ対象………外貨建買掛債務及び外貨建予定取引

ｂ ヘッジ手段………金利スワップ
ヘッジ対象………借入金の利息

ｃ ヘッジ手段………通貨スワップ
ヘッジ対象………外貨建借入金

（3）ヘッジ方針
内部規程である「デリバティブ管理規程」に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスク
をヘッジしています。

（4）ヘッジの有効性評価の方法
為替予約については、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、同一通貨建てによ
る同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動
による相関関係は完全に確保されているので決算日における有効性の評価を省略していま
す。
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また、振当処理によっている通貨スワップ及び特例処理によっている金利スワップについ
ては、決算日における有効性の評価を省略しています。

７．のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その投資効果の発現する期間を個別に見積り、20年以内の合
理的な期間で均等償却を行なっています。

８．その他連結計算書類作成のための重要な事項
（1）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。
（2）連結納税制度の適用

当社及び一部の国内連結子会社は、連結納税制度を適用しています。
（3）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第
８号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあ
わせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通
算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020
年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及
び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいています。

表示方法の変更
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を
当連結会計年度から適用し、連結注記表に（会計上の見積り注記）を記載しています。
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会計上の見積り注記
㈱上野商会に関するのれんの減損損失の認識の要否
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度において、㈱上野商会に関するのれんについて2,699百万円の減損損失を
計上しています。また、減損損失計上後の同社に関するのれんの帳簿価額は95百万円であ
ります。

（2）識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
のれんは、その投資効果の発現する期間にわたって規則的に償却していますが、資産グル
ープに減損の兆候があると認められる場合には、のれんを含むより大きな単位から得られ
る割引前将来キャッシュ・フローの総額とのれんを含む帳簿価額を比較することによっ
て、減損損失の認識の要否を判定します。また、減損損失の認識が必要と判断した場合に
は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上します。
㈱上野商会ののれんについては、主に新型コロナウイルス感染症の影響による売上高の減
少に伴い、連結子会社化した際の当初事業計画と実績に一定の乖離があることから、経営
環境の著しい悪化がみられるため減損の兆候があると判断しました。このため、減損損失
の認識の要否を判定し、のれんを含むより大きな単位から得られる割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額がのれんを含む帳簿価額を下回ったことから、減損損失の認識が必要と
判断しました。減損損失の測定にあたっては、回収可能価額として使用価値を使用してい
ます。
使用価値の算定に当たっては、加重平均資本コストを用いて現在価値に割り引いて算定し
ています。また、将来キャッシュ・フローは、中期事業計画等を基礎として見積もられて
います。将来キャッシュ・フローにおいては、売上高の回復を主要な仮定として用いてお
り、その予測には主に市場動向や新型コロナウイルス感染症収束後の消費スタイルの変化
を考慮して策定しています。当該見積りの前提となる中期事業計画等において、条件や仮
定の見直し等が必要となった場合には、追加の減損損失が計上される可能性があります。
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繰延税金資産の回収可能性
(1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度の連結貸借対照表において、繰延税金資産634百万円（繰延税金負債との
相殺前の金額は1,446百万円）を計上しています。

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針
第26号 2018年２月16日）に定める会社分類に基づき、当連結会計年度末における将来
減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来の税金負担額を軽減することができ
る範囲内で計上しています。計上に当たっては、将来計画に基づく一時差異等加減算前課
税所得の見積りを行っています。
将来計画に基づく一時差異等加減算前課税所得の見積りに用いた主な仮定は、当社及び連
結子会社ごとの中期事業計画に含まれる売上高であります。当該見積りに当たっては、新
型コロナウイルス感染症収束後の消費スタイルの変化等による売上高の回復を主な仮定と
しています。
上記の仮定は、外部環境の変化等により影響を受ける可能性があり、仮定の見直し等が必
要となった場合には翌連結会計年度の繰延税金資産の金額に影響を与える可能性がありま
す。

2022年04月18日 14時32分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 16 ―

会計上の見積りの変更注記
（賞与引当金）
当連結会計年度において、新型コロナウイルス感染症のまん延防止に収束の目途が立たない
状況のなか、前連結会計年度に計上した賞与引当金について、見積りの変更を行いました。
この変更により、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、そ
れぞれ587百万円増加しています。

（たな卸資産の評価基準）
当社は、たな卸資産の評価基準について、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法を採用し
ており、販売方針等に基づき合理的に算定された評価減率により簿価を切り下げた価額をも
って貸借対照表価額としています。
当社は新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けるなか、販売方針等を変更し、仕入及び
販売コストを抑制するとともにプロパー消化率の向上を図りました。
その結果、従来の評価減率が、直近の販売実績を反映した場合の評価減率と乖離したため、
当連結会計年度より、当該評価減率に直近の販売実績を反映させることとしました。当該見
積り方法の変更は、たな卸資産に係る収益性の低下の事実をより適切に財政状態及び経営成
績を反映させるために実施したものです。
この変更により、当連結会計年度の売上原価が1,876百万円減少し、営業利益、経常利益及
び税金等調整前当期純利益が、それぞれ同額増加しています。
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追加情報
（「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」）
当社は、2020年４月13日開催の取締役会決議に基づき、福利厚生の一環として、従業員イ
ンセンティブ・プラン「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」を再導入しています。
①取引の概要
当社は、「ＴＳＩ社員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入する当社グループ社員
のうち、一定の要件を充足する者を受益者とする信託（以下、「持株会信託」といいます。）
を設定しました。
持株会信託は2020年４月より５年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式
を、借入により調達した資金で予め取得しました。その後、持株会による当社株式の取得
は、持株会信託により行ないます。なお、当社は、持株会信託の当該借入に対し補償を行な
っています。
②信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計
上しています。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末255百万円、545
千株であります。
③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
当連結会計年度末311百万円

（「株式給付信託（ＢＢＴ）」）
当社は、2016年５月25日開催の第５期定時株主総会決議に基づき、当社の取締役及び委任
型執行役員並びに当社グループの取締役（以下、「対象役員」といいます。）に対する業績連
動型の株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しています。
①取引の概要
本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、対象役員に
対して、役員株式給付規程に基づき、業績達成度等に応じて付与されたポイントに相当する
当社株式及び当社株式を退任日時点の時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」
といいます。）が信託を通じて給付される報酬制度です。
なお、対象役員が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として対象役員の退任時としま
す。
②信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計
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上しています。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末279百万円、496
千株です。

（新型コロナウイルス感染症の影響に係る会計上の見積り）
新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、今後の収束時期も含めた先行きを予測す
ることは困難ですが、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性に関する見積りについて
は、当該感染症の影響が翌連結会計年度より緩やかに回復するものと仮定して、会計上の見
積りを行っています。

（「グループ再編（当社と連結子会社14社により編成される吸収合併）」）
当社は、2020年12月16日開催の取締役会において、2023年３月１日を完了予定日とす
る、アパレル事業各社の１社統合を目指した組織再編を実施することを決議しました。
なお、2022年１月14日開催の取締役会において、2022年３月１日を完了予定日とする吸
収合併の被結合企業を一部変更しています。

１．2021年３月１日及び３月12日における連結子会社間の吸収合併
実施した吸収合併の詳細は、連結注記表の「企業結合等関係注記」に記載のとおりです。

２．2022年３月１日における連結子会社間の吸収合併
実施した吸収合併の詳細は、連結注記表の「重要な後発事象注記」に記載のとおりです。
なお、2022年３月１日付で㈱ＴＳＩと吸収合併を実施する予定と記載していました㈱ジャ
ック、㈱アルページュ、㈱スタージョイナス及び㈱アンドワンダーについては、基盤整備と
共通化が遅れているため、吸収合併の被結合企業を一部変更しています。
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連結貸借対照表注記
１．記載金額は百万円単位とし、百万円未満の端数は切捨てて表示しています。
２．有形固定資産の減価償却累計額 19,029百万円
３．投資不動産の減価償却累計額 333百万円

連結損益計算書注記
記載金額は百万円単位とし、百万円未満の端数は切捨てて表示しています。

連結株主資本等変動計算書注記
１．記載金額は百万円単位とし、百万円未満の端数は切捨てて表示しています。
２．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末株式数

発行済株式
普通株式 95,783,293 ― ― 95,783,293
自己株式
普通株式 5,556,309 424 166,700 5,390,033

(注1) 当連結会計年度末の自己株式数には、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが所有する当社株式が545,800株含
まれています。

(注2) 当連結会計年度末の自己株式数には、株式給付信託（ＢＢＴ）が所有する当社株式が496,500株含まれ
ています。

(注3) 自己株式の増加株式数の内訳は、次のとおりです。
単元未満株式の買取りによる増加 424株

(注4) 自己株式の減少株式数の内訳は、次のとおりです。
従業員持株会信託型ＥＳＯＰから従業員持株会への売却 150,400株
株式給付信託（ＢＢＴ）の給付による減少 16,300株

３．連結会計年度中に行なった剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。
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４．連結会計年度末日後に行なう剰余金の配当に関する事項
2022年４月13日開催の取締役会において、次のとおり決議しています。
普通株式の配当に関する事項
（1）配当金総額 457百万円
（2）配当の原資 利益剰余金
（3）１株当たり配当額 ５円
（4）基準日 2022年２月28日
（5）効力発生日 2022年５月９日
（注1）2022年４月13日開催の取締役会決議による配当金総額には、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが所

有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれています。
（注2）2022年４月13日開催の取締役会決議による配当金総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）が所有す

る当社株式に対する配当金２百万円が含まれています。
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金融商品注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループでは、主にアパレル事業の出店計画に照らして、必要な資金（主に銀行借
入）を調達しています。一時的な余資は有価証券や安全性の高い預金等で運用し、ま
た、短期的な運転資金を銀行借入により調達しています。複合金融商品を保有していま
すが、デリバティブは、リスクを回避するために利用することとし、投機的な取引は行
なわない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。また、海
外に事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスク
に晒されています。
有価証券及び投資有価証券は、主に同業他社や業務上の関係を有する企業の株式及び債
券（複合金融商品）であり、株式相場や為替相場等の市場価格の変動リスクに晒されて
います。
敷金及び保証金は、主に出店に伴う差入保証金であり、差入先の信用リスクに晒されて
います。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一
部には原材料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていま
す。
短期借入金は、運転資金の調達であり、また、長期借入金は、設備投資資金の調達を目
的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年後であります。このうち一部は、
金利の変動リスクに晒されています。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務及び外貨建ての予定取引について、為替の変
動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約取引、長期借入金に係る支払金利の変動
リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引、外貨建借入金に係る為替の変動
リスクに対するヘッジを目的とした通貨スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に
関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等につきまし
ては、前述の「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等」に記載されている
「重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。
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（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、営業推進部門が財務経理部
と連携して、主要な取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。
敷金及び保証金は、企画開発部が財務経理部と連携して、賃貸借契約締結時に差入先の
信用状況を把握するとともに、入居後も定期的に信用状況を把握することにより、回収
懸念の早期把握や軽減を図っています。
デリバティブ取引の利用については、取引相手先を格付の高い金融機関に限定している
ため信用リスクはほとんどないと認識しています。
②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、外貨建ての営業債務及び外貨建ての予定取引並びに外貨建ての借入金
について、将来の為替の変動リスクに対して、必要に応じて為替予約及び通貨スワップ
を利用してヘッジしています。また、当社グループは長期借入金に係る支払金利の変動
リスクを回避するために、金利スワップ取引を利用しています。
有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、
また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しています。
デリバティブ取引については、財務経理部長から社長への申請許可事項とし、執行後は
財務経理部内においてデリバティブ取引の残高状況、評価損益状況等を把握し随時財務
経理部長に報告されます。財務経理部長は必要と認められる場合に、担当役員に報告し
ています。
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各事業部からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作成、
更新するとともに、手許流動性を継続して維持することにより、流動性リスクを管理し
ています。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもありま
す。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2022年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めて
いません（（注２）を参照ください。）。

（単位：百万円）
科目 連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 39,258 39,258 ―
（2）受取手形及び売掛金 10,378 10,378 ―
（3）有価証券及び投資有価証券 18,060 18,060 ―
（4）敷金及び保証金 8,204 8,199 △4

資産計 75,901 75,896 △4
（1）支払手形及び買掛金 10,595 10,595 ―
（2）短期借入金 114 114 ―
（3）長期借入金（※１） 16,015 15,953 △61

負債計 26,725 26,663 △61
デリバティブ取引（※２） 1 1 ―

（※１） 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しています。
（※２） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務を純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目について（ ）で示しております。

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資 産
（1）現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってい
ます。

（2）受取手形及び売掛金
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
っています。

（3）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関
等から提示された価格によっています。また、複合金融商品全体を時価評価しています。
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（4）敷金及び保証金
その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算定してい
ます。

負 債
（1）支払手形及び買掛金、並びに（2）短期借入金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
っています。

（3）長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利が反映されるため、時価は帳簿価額
と近似していることから、当該帳簿価額によっています。また、固定金利によるものは、元利金の
合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して
います。

デリバティブ取引
取引金融機関から提示された価格を時価としています。ただし、通貨スワップの振当処理及び金利
スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい
るため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しています。

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式等 11,175
関係会社株式 130
敷金及び保証金 2,538
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）有価証
券及び投資有価証券」には含めていません。また、将来の償還予定時期が合理的に見込めない敷金及び
保証金は、その将来キャッシュ・フローを見積もることが困難と認められるため、「（4）敷金及び保証
金」には含めていません。
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（注３） 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 39,258 ― ― ―
受取手形及び売掛金 10,378 ― ― ―
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの

債券（社債） 1,124 ― ― ―
合計 50,761 ― ― ―

（注４） 長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 6,212 4,737 3,309 1,140 616 ―
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企業結合等関係注記
共通支配下の取引等
グループ再編（2021年３月１日及び３月12日における連結子会社間の吸収合併）
(1)取引の概要
① 結合当事企業の名称及び当該事業の内容

結合企業の名称 ㈱サンエー・ビーディー
事業の内容 アパレル事業

被結合企業の名称 ㈱サンエー・インターナショナル
㈱ＴＳＩグルーヴアンドスポーツ
㈱ナノ・ユニバース
㈱アングローバル
㈱ローズバッド
㈱アイソラー
㈱ＴＳＩ ＥＣ ストラテジー
㈱ＴＳＩ・プロダクション・ネットワーク

事業の内容 アパレル事業
② 企業結合日

2021年３月１日及び３月12日
③ 企業結合の法的形式

㈱サンエー・ビーディーを存続会社とし、㈱サンエー・インターナショナル、㈱ＴＳ
Ｉグルーヴアンドスポーツ、㈱ナノ・ユニバース、㈱アングローバル、㈱ローズバッ
ド、㈱アイソラー、㈱ＴＳＩ ＥＣ ストラテジー及び㈱ＴＳＩ・プロダクション・ネッ
トワークを消滅会社とする吸収合併

④ 結合後企業の名称
㈱サンエー・ビーディー（新商号 ㈱ＴＳＩ）

⑤ その他取引の概要に関する事項
グループ再編の一環として、情報システム及び人事等の社内制度が同一基盤となって
いる連結子会社９社を吸収合併の対象としました。

(2)実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合
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会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号
2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理しています。

１株当たり情報注記
１．１株当たり純資産額 1,075円44銭
２．１株当たり当期純利益 11円32銭
（注）１ １株当たり純資産額の算定において、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが所有する当社株式を自己株式

として処理していることから、期末発行済株式数から当該株式数を控除しています。なお、信託が
所有する期末自己株式数は545千株です。

２ １株当たり当期純利益の算定において、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが所有する当社株式を自己株
式として処理していることから、期中平均株式数から当該株式数を控除しています。なお、信託が
所有する期中平均株式数は626千株です。

３ １株当たり純資産額の算定において、株式給付信託（ＢＢＴ）が所有する当社株式を自己株式とし
て処理していることから、期末発行済株式数から当該株式数を控除しています。なお、信託が所有
する期末自己株式数は496千株です。

４ １株当たり当期純利益の算定において、株式給付信託（ＢＢＴ）が所有する当社株式を自己株式と
して処理していることから、期中平均株式数から当該株式数を控除しています。なお、信託が所有
する期中平均株式数は503千株です。
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重要な後発事象注記
連結子会社間の吸収合併
当社は、2022年１月14日開催の取締役会において、㈱ＴＳＩを吸収合併存続会社とし、当社
の連結子会社である㈱上野商会を吸収合併消滅会社とする吸収合併を実施することを決議し、
2022年３月１日付で実施しました。

（1）取引の概要
①結合当事企業の名称及び当該事業の内容
結合企業の名称 ㈱ＴＳＩ
事業の内容 アパレル事業

被結合企業の名称 ㈱上野商会
事業の内容 アパレル事業
②企業結合日
2022年３月１日
③企業結合の法的形式
㈱ＴＳＩを存続会社とし、㈱上野商会を消滅会社とする吸収合併
④結合後企業の名称
㈱ＴＳＩ
⑤その他取引の概要に関する事項
情報システム及び人事等の社内制度の共通化を進めた被結合企業を吸収合併の対象とし
ました。

（2）実施する会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結
合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号
2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理を行う予定であります。
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株主資本等変動計算書
（2021

2022
年
年
３
２
月
月
１
28
日から
日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2021年３月１日残高 15,000 3,750 74,419 78,169 12,328 12,328 △3,747 101,749
事業年度中の変動額
当 期 純 利 益 1,171 1,171 1,171
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 79 79
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 - - - - 1,171 1,171 79 1,250
2022年２月28日残高 15,000 3,750 74,419 78,169 13,500 13,500 △3,668 103,000

（単位：百万円）
評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

2021年３月１日残高 4,804 4,804 106,554
事業年度中の変動額
当 期 純 利 益 1,171
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 79
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △1,751 △1,751 △1,751

事業年度中の変動額合計 △1,751 △1,751 △500
2022年２月28日残高 3,053 3,053 106,053

2022年04月18日 14時32分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 30 ―

個別注記表

重要な会計方針
１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式・
出資金

…………移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの…………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定しています。）

時価のないもの…………移動平均法による原価法
２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

（リース資産を除く）
及び投資不動産

…………定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については
定額法を採用しています。なお、主な耐用年数は次のとおりで
す。
建物 ３～50年
機械及び装置 ４～12年
工具、器具及び備品 ２～20年

（2）無形固定資産
（リース資産を除く）

…………定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可
能期間（５～10年）による定額法を採用しています。

（3）リ ー ス 資 産…………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ています。
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３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上
しています。

（3）株主優待引当金
株主優待制度に基づき、将来の株主優待券の利用による費用の発生に備えるため、一部の
連結子会社の過去の実績を基礎にして当事業年度末において将来使用されると見込まれる
額を計上しています。

（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっています。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に
よる定額法により、費用処理しています。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（５年）による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しています。

４．重要なヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しています。
なお、振当処理の要件を満たしている通貨スワップについては振当処理を、特例処理の要
件を満たしている金利スワップについては特例処理を採用しています。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
a ヘッジ手段………金利スワップ
ヘッジ対象………借入金の利息

b ヘッジ手段………通貨スワップ
ヘッジ対象………外貨建借入金
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（3）ヘッジ方針
内部規程である「デリバティブ管理規程」に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスク
をヘッジしています。

（4）ヘッジの有効性評価の方法
振当処理によっている通貨スワップ及び特例処理によっている金利スワップについては、
決算日における有効性の評価を省略しています。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方
法は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっています。

（2）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

（3）連結納税制度の適用
当社は、連結納税制度を適用しています。

（4）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設された
グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直
しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効
果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱
いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号
2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につ
いて、改正前の税法の規定に基づいています。
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表示方法の変更
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を
当事業年度から適用し、個別注記表に「会計上の見積り注記」を記載しています。

会計上の見積り注記
関係会社株式・出資金の評価
(1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（百万円）
当事業年度

関係会社株式・出資金 42,077

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
貸借対照表に計上している関係会社株式・出資金42,077百万円には、連結子会社である
㈱上野商会の株式19,027百万円が含まれています。当社は、㈱上野商会の株式の評価に
当たり、取得原価と同社の超過収益力を反映した株式の実質価額を比較し、また、連結貸
借対照表に計上されているのれんの減損損失認識の要否についての検討と同様に、評価損
認識の要否を判定します。
㈱上野商会の株式の評価損認識の要否の検討に当たっては、同社株式の取得原価と超過収
益力の減少を反映した実質価額を比較し、実質価額に著しい低下は見られないことから、
評価損は計上していませんが、当該見積りにおいて用いた仮定について、将来の不確実な
経済環境の変動などによって見直しが必要となった場合には、翌事業年度の計算書類にお
いて、同社株式の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
また、同社の超過収益力を反映した株式の実質価額の算定における見積りの内容は、連結
計算書類の「連結注記表 会計上の見積り注記」に記載しています。
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会計上の見積りの変更注記
（賞与引当金）
当事業年度において、新型コロナウイルス感染症のまん延防止に収束の目途が立たない状況
のなか、前事業年度に計上した賞与引当金について、見積りの変更を行いました。
この変更により、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、それぞれ69
百万円増加しています。

追加情報
(「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」)
従業員持株会信託型ＥＳＯＰについて、連結計算書類の「連結注記表 追加情報」に同一の
内容を記載しているため、注記を省略しています。

(「株式給付信託（ＢＢＴ）」)
株式給付信託（ＢＢＴ）について、連結計算書類の「連結注記表 追加情報」に同一の内容
を記載しているため、注記を省略しています。

(「グループ再編（当社と連結子会社14社により編成される吸収合併）」)
当社は、2020年12月16日開催の取締役会において、2023年３月１日を完了予定日とす
る、アパレル事業各社の１社統合を目指した組織再編を実施することを決議しました。
なお、2022年１月14日開催の取締役会において、2022年３月１日を完了予定日とする吸
収合併の被結合企業を一部変更しています。詳細は、連結計算書類の「連結注記表 追加情
報」に記載のとおりです。

貸借対照表注記
１．記載金額は百万円単位とし、百万円未満の端数は切捨てて表示しています。
２．有形固定資産の減価償却累計額 1,405百万円
３．投資不動産の減価償却累計額 380百万円
４．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 4,973百万円
短期金銭債務 189百万円
長期金銭債権 24,616百万円
長期金銭債務 3,500百万円
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損益計算書注記
１．記載金額は百万円単位とし、百万円未満の端数は切捨てて表示しています。
２．関係会社との取引高

営業収益 3,803百万円
営業費用 225百万円
営業取引以外の取引高 728百万円

３．関係会社整理損は、連結子会社１社に対する株式評価損及び連結子会社２社に対する債務超
過相当額等を損失として計上したことによるものであります。

株主資本等変動計算書注記
１．記載金額は百万円単位とし、百万円未満の端数は切捨てて表示しています。
２．当事業年度の末日における自己株式の種類及び数 普通株式 5,390,033株
（注1）当事業年度の末日における自己株式数には、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが所有する当社株式が

545,800株含まれています。
（注2）当事業年度の末日における自己株式数には、株式給付信託（ＢＢＴ）が所有する当社株式が496,500株

含まれています。
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税効果会計注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
繰延税金資産
賞与引当金否認額 2百万円
未払事業所税否認額 1百万円
繰越欠損金 2,059百万円
貸倒引当金繰入超過額 527百万円
関係会社株式評価損否認額 10,122百万円
減損損失否認額 345百万円
その他 501百万円
繰延税金資産小計 13,561百万円
評価性引当額 △13,559百万円
繰延税金資産合計 2百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1,309百万円
その他 △192百万円
繰延税金負債合計 △1,502百万円
繰延税金負債純額 △1,499百万円
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関連当事者との取引注記
子会社等

種類 会社等
の名称 所在地

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容

議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

子会社 ㈱TSI 東京都
港区 100 アパレル関連事業

（所有）
直接
100.0

役員の兼
任

― ― 未収入金
(注）4. 4,465

利息の受
取 53 長期貸付金 13,401

経営指導
料の受取 2,797 ― ―

子会社 ㈱ジャック 静岡県
牧之原市 10 アパレル関連事業

（所有）
直接
100.0

役員の兼
任

利息の支
払 8 長期借入金 2,000

子会社 ㈱トスカバノッ
ク

東京都
千代田区 20 その他事業

（所有）
直接
100.0

役員の兼
任

利息の支
払 6 長期借入金 1,500

子会社 ㈱スタージョイ
ナス

静岡市
葵区 3 その他事業

（所有）
間接
100.0

役員の兼
任

利息の受
取 7 長期貸付金 2,055

子会社 Laline JAPAN
㈱

東京都
港区 7 その他事業

（所有）
直接
70.0

役員の兼
任

利息の受
取 9

長期貸付
金
(注）5.

2,191

子会社
TSI US
Holdings
Co.,Ltd.

Calif.,
U.S.A.

67百万
米ドル

アパレル
関連事業

（所有）
直接
100.0

― 利息の受
取 42 長期貸付金 3,320

子会社 ㈱東京スタイル 東京都
港区 100 アパレル関連事業

（所有）
直接
100.0

役員の兼
任

債権の放
棄
(注）6.

4,475 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1. 貸付金利は、市場金利を勘案して決定しています。なお、担保は受け入れていません。

2. 借入金利は、市場金利を勘案して決定しています。なお、担保は差し入れていません。
3. 経営指導料は、業務内容を個別に勘案して決定しています。
4. 未収入金は、当社が行っているグループ決済代行に係る債権であり、当社との直接取引に基づくもの
ではありません。

5. 当該貸付金に対し、1,014百万円の貸倒引当金を設定しています。
6. 長期貸付金の前期末残高に対して計上していた貸倒引当金4,467百万円を充当しています。
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１株当たり情報注記
1. １株当たり純資産額 1,173円25銭
2. １株当たり当期純利益 12円97銭
（注）１ １株当たり純資産額の算定において、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが所有する当社株式を自己株式

として処理していることから、期末発行済株式数から当該株式数を控除しています。なお、信託が
所有する期末自己株式数は545千株です。

２ １株当たり当期純利益の算定において、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが所有する当社株式を自己株
式として処理していることから、期中平均株式数から当該株式数を控除しています。なお、信託が
所有する期中平均株式数は626千株です。

３ １株当たり純資産額の算定において、株式給付信託（ＢＢＴ）が所有する当社株式を自己株式とし
て処理していることから、期末発行済株式数から当該株式数を控除しています。なお、信託が所有
する期末自己株式数は496千株です。

４ １株当たり当期純利益の算定において、株式給付信託（ＢＢＴ）が所有する当社株式を自己株式と
して処理していることから、期中平均株式数から当該株式数を控除しています。なお、信託が所有
する期中平均株式数は503千株です。

重要な後発事象注記
該当事項はありません。

2022年04月18日 14時32分 $FOLDER; 39ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）


